
明治大学「自治労寄付講座・地方自治体と労働組合」 

　自治体の 

　　不安定雇用労働者・臨時非常勤労働者 

　　　　　　　　　　　　　　　　の現状と労組の活動 
①　自治体の臨時・非常勤等職員の全国的な状況　自治労本部総合組織局　黒川滋　5分	


②　ＤＶＤによる学習　自治労「自治体の臨時・非常勤職員を仲間に」抜粋　7分	


③　保育園の臨時・非常勤職員の組合結成と活動	


　　　　　　　　市川市立保育園非常勤調理員／市川市保育関係職員労働組合	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書記長　佐藤久美子　　30分	


④　組合活動で獲得してきた待遇改善と安定雇用	


　　　　　　　　箕面市民病院／箕面市臨時職員労働組合　前書記長　笹川朋美　30分	




自治体の非正規労働者	


  公務員試験で入ってくる正規職員以外の人たち	


  「臨時職員」「非常勤職員」「嘱託職員」「パート」な
どさまざまな呼び方で呼ばれている。	


  法律上は 
　　「臨時職員」「非常勤職員」「任期付短時間職員」	


  1950年制定の地方公務員法では例外的な存在。 
当時、全国どこでもあった、直接的な住民サービスは学校給食のみ 
清掃収集1960年代～、保育所1960年代後半～ 
図書館1970年代～、相談員業務1990年代～	




増大する自治体の非正規労働者	


・自治体の非正規労働者（臨時職
員・非常勤職員）は増え続けて
る。行政改革が行われるたびに
急増する。	


・2008年の総務省調査では、週
20時間以上働いている人数だけ
で50万人。	


・2008年の自治労調査では、
53％の自治体の回答で27万人。	


・推計60万人の臨時職員・非常
勤職員が自治体で働いていると
見られる。	
 「自治労組織基本調査」自治労加盟の労働組合のある

自治体のみの調査数字。実数はこの3割増。	




公共サービスの最前線を担う 
臨時職員・非常勤職員	


・一般市と町村で増大
が著しい。	


・背景として、財政規
模が小さく、正規職員
のように次々に異動
ができない専門職を
雇わなくてはならない
ことがある。	


・数が多い職種は 
     保育士約5万5000人 
    （推定で10万人以上） 
   学校給食調理員 
　　　　　　約2万5000人 
　（推定5万人）。	


・比率が高い職種は、 
　　相談員          
 92.6％ 
　　学童保育職員90.4％ 
　　図書館司書　 62.7％	


2008年「自治労臨時・非常勤等職員の実態調査」	




正規職員と同じように働く 
臨時職員・非常勤職員	


  勤務時間では、正規職員
と同等とみなされる4分の
3以上の勤務時間の非
正規職員が60％超	


  仕事内容も正規職員とほ
とんど変わらない職場も
増えている。図書館のよ
うに資格職が非常勤職
員しかいないような職場
もある。	


2008年「自治労臨時・非常勤等職員の実態調査」	




低賃金・責任労働 
「官製ワーキングプア」	


時給の労働者では900円未満、
月給の労働者では16万円未満
の労働者が半分以上。	


  独立生計に最低必要といわれ
ている年収200万に届かない。 
1000円×年1800時間＝180万	


  生活保護で差額を受けながら
働いている人も少なくない。	


  社会問題をなくすべき役所が
貧困者を作る 
「官製ワーキングプア」	
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2008年「自治労臨時・非常勤等職員の実態調査」	




雇用の更新切りに抗議もできない	


  予算主義で、1年ごとの雇用しかできない、という建前
になっている。	


  多くの自治体で労働力が必要なので、1年または半年
または2～3ヵ月雇用を繰り返す。	


  いつも、雇い止め＝雇用の更新が打ち止めされること
に脅えて働いている。	


  公務員は、雇う側と労働者の双方同意を前提とした契
約ではなく、一方的な関係の「行政処分」で雇われる
ので、自治体が1年雇用を20年も繰り返した労働者を
雇い止めしても、合法。裁判所でも門前払い。	


  いろいろなことで泣き寝入り、あきらめをしながら行政
サービスを提供している。	




ＤＶＤ教材の上映	


  2008年「自治体の臨時・非常勤職員を仲間に」	


  自治労が、加盟組合に臨時職員・非常勤職員を組合員
にするよう促すための学習会用に作成したＤＶＤからの
抜粋	


  舞台はこの後説明する千葉県・市川市。	


  専門用語 
「市職」「市川市職」･･･市川市職員組合 
　　　　　　　　　　　→市川市の正規職員の労働組合 
「保育労」･･･市川市保育関係職員労働組合 
　　　　　　　　　　　→非常勤職員の保育士の労働組合 
「オルグ」･･･組織者の意。組合結成を促す助産師	




明治大学「自治労寄附講座・地方自治体と労働組合」 
　自治体の不安定雇用労働者・臨時非常勤労働者の現状と労組の活動 

市川市立保育園非常勤調理員／	

市川市保育関係職員労働組合	


書記長　佐藤久美子 

保育園の 
臨時職員・非常勤職員の 
組合結成と活動	




保育園に勤務する非常勤職員の職種	


・保育士　　・調理員 
                             全   体：84名        　全　体：41名 
　　　　　　　　組合員：48名　　　  組合員：26名 

・栄養士　　・看護師 
                             全　体：1名             全　体：2名 
　　　　　　　　組合員：1名　　　　 組合員：2名 

※数字は、2010年5月1日現在の非常勤職員の数 



正規職員と非常勤職員の割合	


正規職員と週３５時間非常勤職員との職員数の推移 
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当時の臨時職員の問題点	


・雇用止め 

・毎年下がる日給 

・交通費が実費支給されない 



組合の必要性	


組合あり	
 組合なし	


　　　職場での問題点・不満 
当局から制度の改革提案 
↓ 

要求書の提出	

↓ 

↓ 
交渉	


泣き寝入り 
愚痴で終わる	


↓ 
職場改善	

処遇改善	


↓ 

未解決	




組　合　結　成	


写真 



臨時職員から非常勤職員へ	


雇用形態  	
 法的根拠	
 一時金	
 勤務時間	
 雇用止め	
 給料	
 交通費 
（交通機関利用）	


臨時職員 地公法２２条 有	
 7時間45分	
 有 
（※６ヶ月、更新１回）	


日給	
 距離に応じて 
（※最高５１０円）	


非常勤職員	
 地公法１７条	
 無	
 7時間15分	
 無	
 時給	
 全額支給	


臨時職員と非常勤職員の違
い 



・正規職員との格差 



保育労　ニュース	




職場委員会の様子	


写真 



団　体　交　渉	


写真 

団　結　力 



　交渉して勝ち取った項目	


1年目（2005年度）	

　	
 ・忌引きの特別有給休暇	
 
　・健康診断の職免扱い	
 
　・継続希望者の雇用確保	
 
　・夏期休暇（6日）	
 

2年目（2006年度）	

　・雇用止め5日　→　3日　	
 
　・交通遮断の特別有給休暇	
 
　・病休（伝染病のみ年10日の有給休暇）	
 

3年目（2007年度）	

○臨時職員から非常勤職員へ移行	

　・交通費の全額支給	
 
　・勤務時間7時間　→　7時間15分	
 
　・給与の経験年数加算	
 
　・産前6週産後8週　→　産前8週産後8週	
 

4年目（2008年度）	

　・出産、育児を理由に退職し復帰した場合、	
 
　　当該職務経験の年数を加味	
 
　　（子どもが3歳になるまで）	
 

5年目（2009年度）	

　・時間外割増賃金125／100が8時間以降	
 
　　から7時間45分以降へ	
 
	
 	
 ・結婚有給休暇（3日）	
 
	
 	
 ・妊産婦検診有給休暇	
 



現 在 の 課 題	


・　組合員の減少 

・　非常勤職員の中での格差 

・　ボーナス、退職金の支給 

・　勤務時間の延長 



法の不備と安定雇用に向けた取り
組みについて	


　大阪府本部箕面市臨時職員労働組合	


笹川　朋美	


























非常勤職員と任期付短時間職員の労
働条件比較（資料　１参照）	


① 「報酬」ではなく、「給料」がもらえるようになった	


② 手当がもらえるようになった（しかしながら、扶養手当・
住居手当・退職金はない）	


③ ボーナスの率が常勤と同様になった	


④ 休暇制度が充実された	


    例　夏期休暇、病気休暇（有給で９０日）など	




資料　２	





